別記様式第1号


	固定資産税課税免除申請書

	年　　月　　日

殿

取得者

住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　

氏名又は

名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　㊞

農村地域工業等導入地区固定資産税課税免除条例第4条の規定により課税免除の申請をします。

	課税免除を受けようとする
	物

に供した建

工業等の用
	所在地
	家屋

番号
	種類
	構造
	床面積
	取得
年月日
	取得価額

	
	
	
	
	
	
	　・　㎡
	・　・
	①　　　円

	
	
	
	
	
	
	　・　㎡
	・　・
	②　　　円

	
	土地

同上に係る
	所在地
	地番
	地目
	地積
	取得
年月日
	取得価額

	
	
	
	
	
	　・　㎡
	・　・
	　　　円

	
	
	
	
	
	　・　㎡
	・　・
	　　　円

	
	償却資産の取得価格

工業等の用に供した
	種類
	取得価額

	
	
	構築物
	 eq \o\ac(○,ア)　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	機械及び装置
	 eq \o\ac(○,イ)　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	車両及び運搬具
	 eq \o\ac(○,ウ)　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	工具器具及び備品
	 eq \o\ac(○,エ)　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	計　（㋐＋㋑＋㋒＋㋓）
	③　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	（①＋②＋③）の　額
	円

	上記生産設備の新設又は増設に伴う増加雇用者数
	人

	新設し、又は増設した設備に係る事業の種類、名称及び所在地等
	事業の種類
	

	
	事務所又は事業所の名称
	

	
	所在地及び電話番号
	（　　）　　　　　　番

	
	この申告に応答する係及び氏名
	係氏名

	
	青色申告の承認の有無
	有　無
	採用（予定）雇用者数
	（　　　　　）人

人

	
	工業等の用に供する年　月　日
	増加生産額

千円
	事業年度
	月　　日から

月　　日まで


注）

「上記生産設備の新設又は増設の伴う増加雇用者数」の欄は事業が道路貨物運送業、こん包業又は卸売業の場合に記載し、増加雇用者には、日々雇い入れられる者を含まないものであること。
付表

固定資産税課税免除申請書付表

道路貨物運送業、　　　　こん包業又は卸売業の場合の増加雇用者数

⑴　各月末日現在の雇用者数

	月末
事業年度又は年
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	生産設備を新設又は増設した年度又は年
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	その前年度又は前年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


⑵　増加雇用者数（次のいずれかにより算定すること。）

イ　原則

新増設に係る生産設備を事業の用に供した日の前日　　　　　　　人

新増設に係る生産設備を事業の用に供した日から同日を含む事業年度又は年の末日までの期間中雇用者数が最大である日　　　　　　　　　人

差引増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

ロ　生産設備の新増設に伴う雇用者を当該設備を事業の用に供する日前から順次採用している場合

当該採用の日のうち最も早い日の前日　　　　　　　　　　　　　人

当該採用の日のうち最も早い日から当該設備を事業の用に供する日を含む事業年度又は年の末日までの期間中雇用者数が最大である日　　　人

差引増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

ハ　季節により稼動の状況が異なる場合

新増設に係る生産設備を事業の用に供した日の直前の最盛期　　　人

新増設に係る生産設備を事業の用に供した日から同日を含む事業年度又は年の末日までの期間中の最盛期　　　　　　　　　　　　　　　　人

差引増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

受付印








